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平成 31 年 3 月 25 日記者発表資料  

 

 

 

 

平成３１年度の組織改正及び人事異動の概要に
ついて 

 

今年度（平成３０年度）４月に大規模な組織改正を実施したところ

ですが、市長みずから、より一層の効果的な政策発信を行うとともに、

新たな行政需要への対応と、未来投資型の積極予算並びに主要施策を

着実に進めるため、平成３１年度へ向け、次のとおり組織改正及び人

事異動を行います。  

 

１  組織改正の概要  

(1) 市長の政策発信等及び危機管理体制の強化  

市長の政策発信及び広聴機能の効果的な運用を図るため、秘

書課を総合政策部へ移管した上、広報広聴課と統合し、秘書広

報課とします。  

また、災害時における全庁的な職員の配備体制を迅速かつ適

切に行うため、危機管理課を総合政策部へ移管します。  

よって、市長直轄組織は、廃止します。  

 

(2) 空き家対策の推進  

増加する危険空き家等（特定空家等）の対策を強化するとと

もに、「空き家等対策計画」の策定を推進し、利活用を含めた空

き家等の総合的な相談に対応するため、市民生活部生活環境課

に空き家対策係を新設します。  

   

 

【組織改正】  

総合政策部  企画政策課  

 降松俊基（内線 2481）  

【人事異動】  

総務部  総務課  

藤原健二（内線 2440）  

平成 31 年 3 月 27 日 

（朝刊）解禁  
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(3) 市内の小売商店等の振興  

産業振興部商工振興課の商工振興係を中小企業振興係と商業

労政係に分割し、商業労政係において、国の消費増税対策とし

て実施されるプレミアム付商品券の発行並びに市内の小売商店

等へキャッシュレス決済の普及促進を行います。  

 

(4) その他  

 ア  総務部総務課に文書統計係を新設し、公文書の適正  

  管理・電子化を推進するとともに、総合政策部法務情  

  報課法務統計係の所管する基幹統計事務を移管します。  

 イ  総務部債権管理課における事務分担の実態に則し、  

債権係と収税係を一本化した債権管理係とすることで、  

業務の効率化を図ります。  

 ウ  健康福祉部福祉課に監査係を新設し、認定こども園  

  を含む市内社会福祉法人への監査機能を強化、集約し  

  ます。  

 

 

平成31年度

市長部局
7部37課（2室、支所3課を含む）
81係

市長直轄組織を廃止
1課減、3係増

教育委員会 2部6課37係

消防本部・署 1部6課（2分署を含む）18係

市議会 1事務局2係

監査委員・公平委員会 1事務局

選挙管理委員会 1事務局

農業委員会 1事務局

合　　　計
10部53課（室、事務局を含む）
141係
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２  人事異動の概要  

(1) 異動の方針  

平成３１年度の人事異動においては、ここ数年、若手職員の

割合が増えてきている中で、一定の職務経験を有する者につい

ては可能な限り配置転換を行い、多様な職務経験を積ませるこ

とにより、将来持続可能な組織力の底上げをめざします。  

あわせて、多種多様な行政課題や喫緊の課題に対応していく

ため、職員のこれまでの経験や能力、適性、職務における経験

年数等を考慮した人員配置としています。  

 

(2) 異動の規模  

平成３０年度は大規模な組織改正の影響で例年よりも異動者

数の割合が増加したものの、平成３１年度は組織改編が一部に

とどまったこともあり、異動者数の割合は、対前年度比で３７

人減（▲１６％）となっています。  

 

(3) その他  

平成３０年７月豪雨被災市町に対する人的支援として、平成

３１年４月１日から平成３２年３月３１日までの間、岡山県倉

敷市において「災害等廃棄物処理及び公費解体・自費解体等に

係る業務等」に従事するため、職員１名（事務職）を派遣しま

す。  

 

 

 

部 課 係

平成31年度 10 53 141

平成30年度 10 54 138

増減 0 △1 3

課：室、事務局、消防分署を含む

係：公民館、図書館、就学前教育・保育施設を含む
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○異動者総数  （ 4 月 1 日付け）  

 

 

（参考）  

１  退職及び採用の状況                               

 

 

２  管理職の状況 (派遣職員を除く。 )                              

 

（単位：人、％）

H31.4.1 H30.4.1 H31.4.1 H30.4.1 H31.4.1 H30.4.1 H31.4.1 H30.4.1

350 336 106 100 95 94 551 530

104 119 37 52 52 59 193 230

（割合） (29.7%) (35.4%) (34.9%) (52.0%) (54.7%) (62.8%) (35.0%) (43.4%)

うち昇格者等 45 47 12 16 17 30 74 93

（※注）　組織改正に伴う所属名の変更があっても、業務内容が従前と変わらない場合は異動者に含んでいない。

消防本部 合　　　計

事由

職員数

異動者数

　　　　部局 市長部局 教育委員会

（単位：人）

事務職 技術職
保健師・

福祉専門職
消防職 小計

（A) 266 68 29 94 457 11 27 35 530 495

（B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（C) 3 0 0 1 4 0 0 0 4 2

（D) 19 5 0 4 28 1 1 0 30 33

定　 　年 11 3 0 4 18 0 0 0 18 23

勧　　 奨 2 0 0 0 2 0 1 0 3 2

自己都合等 6 2 0 0 8 1 0 0 9 8

(4) (2) (0) (0) (6) (0) (0) (0) (6) (0)

（E) 34 8 1 6 49 3 3 0 55 70

新規採用職員等 24 5 1 6 36 3 3 0 42 31

再任用職員 10 3 0 0 13 0 0 0 13 39

(8) (2) (0) (0) (10) (0) (0) (0) (10) (17)

（F) 278 71 30 95 474 13 29 35 551 530

12 3 1 1 17 2 2 0 21 35

※　再任用制度は、H30.4.1より運用を開始（再任用職員数には、短時間職員を含む。）

※　退職者数欄のうち、指導主事における「自己都合等」は、兵庫県教育委員会への異動

内訳

H31.4.1現在の職員数
A+B-C-D+E

H30.4.1現在の職員数

H31.3.31付退職者数

年度途中の採用者数

年度途中の退職者数

H31.4.1付採用者数

内訳

（うち再任用）

（参考）
前年度

差引　増減

（うちH31.3.31退職者）

指導
主事

幼稚園
教諭等

技能
労務職

合計

　　　　職種 行　　政　　職

事由

（単位：人）

市
長
部
局

教
育
委
員
会

消
防
本
部

計

市
長
部
局

教
育
委
員
会

消
防
本
部

計

市
長
部
局

教
育
委
員
会

消
防
本
部

計

部長・参事・次長 12 3 1 16 13 3 1 17 △1 0 0 △1

課長・主幹 44 16 10 70 43 20 10 73 1 △4 0 △3

副課長 1 3 8 12 4 4 8 16 △3 △1 0 △4

計 57 22 19 98 60 27 19 106 △3 △5 0 △8

管理職比率 18.4% 20.7% △2.4%

増減（Ａ－Ｂ）

区　　　分

平成31年（Ａ）
4月1日現在

平成30年（Ｂ）
4月1日現在
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３  職員数の推移等  

 

 

平均年齢 女性管理職の状況

H31 H30 H31 H30

部長級 57.4歳 56.4歳 部長級 2人 2人

課長級 54.3歳 54.5歳 課長級 14人 12人

副課長級 54.8歳 54.1歳 副課長級 2人 4人

計 18人 18人

管理職（副課長以上）に占める女性の割合

H31 H30

18.4% 17.0%

A
うち

再任用
B

うち
再任用

328 323 318 336 33 350 34 14 4.2

一般部門 300 298 296 306 24 320 25 14 4.6

上下水道 28 25 22 30 9 30 9 0 0.0

99 90 86 100 4 106 8 6 6.0

91 91 91 94 2 95 2 1 1.1

518 504 495 530 39 551 44 21 4.0

466 452 445 472 29 490 35 18 3.8

※　各年度、市長・副市長・教育長は除く。

平均年齢（全職員　※再任用職員は除く。）

H29 H30 H31

44.7歳 43.9歳 42.9歳

うち 一般会計

（各年度４月１日現在）

(単位：人、％）

市 長 部 局

教育委員会

消 防 本 部

総 数

28年度 29年度
31年度

27年度
区　　分

30年度
B-A/A

(％)
B-A


